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研究成果の概要（和文）：2000年代の司法改革の結果、法専門職の養成、人口、業務は大きく変化した。本研究
は、弁護士および司法書士を中心として、法専門職による法的サービス提供がいかなる変化を被っているか、ま
た法専門職への社会的規制がいかに行われているかを、理論的および実証的に検討した。専門職の数の増加は市
民と法専門職との接触を頻繁にした。他方、懲戒権をもつ各専門職団体は、専門職自治的規制の制度のもとで、
自主規制を強化している。しかし、依頼人や一般市民の専門職への態度が変化しつつあるなかで、イギリスやオ
ーストラリアでは専門職を行政的に規制する手法が拡大している。現代における専門職規制は自律と他律の緊張
を孕んでいる。

研究成果の概要（英文）：The measures for judicial reform in Japan  in 2000s introduced major 
structural changes in education, number, and styles of work of legal profession. This study 
empirically and theoretically examined the changes of regulation of legal profession after 2000s. 
The study revealed the changes in public perception of professional responsibilities and 
trustworthiness, longitudinal changes in professional discipline decisions, changes in the related 
structure of local professional associations. The study also examined the situation of professional 
regulation in several jurisdictions in Australia and England. The findings of this research project 
suggest the existence of strain between self-regulation and state-regulation of profession in 
several areas of professional discipline activities.

研究分野： Sociology of Law
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)司法制度の変革と法的サービス供給シス
テムの変化 
 1990 年代後半以降の司法制度諸改
革の主要な結果の一つは、法的サービス提供
の量および種類がおおむね拡大しより多く
の市民がそれを利用することができるよう
になったことである.法的サービス利用可能
性は、個人が経験する一般的な法律問題(相続、
土地売買等)、個別労働関係法上の問題、刑事
法問題等において顕著に上昇した.ところで、
法的サービスの利用可能性の増大は、法的サ
ービスの質の変化をともなうことが推測さ
れる.司法改革の過程のなかで、弁護士数の増
加の帰結として、業務の質の低下の危険性が
すでに主張されてきた.実際、いわゆる司法過
疎地において 2009 年ごろから、主に事件処
理を遅れを理由として、弁護士の懲戒事例が
見られる(奄美地方、石垣地方など).それだけ
でなく、種々の裁判外の相談システム等につ
いてもその評価は多様である(樫村=武士俣編
『『トラブル経験と相談行動(現代日本の紛争
処理と民事司法 2),』東京大学出版会,3-27
頁,2010年所収の諸論考参照).そこで、法的サ
ービス供給および供給者数の量的増大の結
果として、提供者のあり方にどのような変化
が生じているのかを明らかにすることが必
要である.とりわけ、その受領者と提供者の間
の期待の齟齬等について提供者側のもつ予
想のあり方その他の対立を生み出す基礎を
解明することが重要と考えられる. 
(2)法的サービス紛争を解明することの意義 
 研究代表者らは、司法制度諸改革に
由来する社会的変化が生じる以前の状況に
ついて、社会の人々が、より容易に、またよ
り法に従った仕方で、法律相談、代理、調停
その他の法的サービスを利用し、日常的紛争
に対処するようになっていることを、量的研
究と事例研究を組み合わせることによって
明らかにしてきた(樫村志郎編『弁護士過疎地
における法的サービス供給の構造:事例調査
と大量調査を通じて』文部科学省科学研究費
補助金研究成果報告書,2006 年 6 月).当研究
において、研究分担者(阿部)は、各種相談機
関への利用者評価が事前の期待によって影
響されることを明らかにし、研究代表者は経
験される法律問題が地域内部的と見られる
か否かにより、サービス提供者への期待が異
なることを明らかにした.そこで、法的サービ
ス供給の量的増大は、サービス提供やその主
体に対する利用者側の認識・期待を変化させ
ると想像されるところ、その認識・期待のあ
り方は、法的サービス供給に対する受領者の
不満・批判に顕著に現れると想定できる. 
(3)法社会学において量的と質的との方法論
および理論を統合的に発展させること 
 法は社会の規範的諸構造を一般的
命題により定義しつつ維持するという社会
構造的現象であるとともに、個別具体的な状
況においてそれが遵守されるべきことを社

会的相互行為に従事する諸個人の義務とし
て設定することを通じて社会秩序を産出す
る.この点に鑑みると、法の十全的な社会学的
研究は、社会の一般的規範構造とそれの相互
行為的実現という 2つの異なる社会的水準に
おける研究を統合することを要請するので
ある.実際、研究代表者らは、前者の現象を把
握することに適した量的方法と後者の現象
を把握することに適した質的方法とを併用
して研究を行ってきた.ところが、法社会学お
よび社会学の現状では、両者の方法論はおお
むね切り離されて発展しており、研究者も双
方の方法を意識的かつ統合的に行うことが
少なく、その統合的使用に適合する実質的社
会学理論の発展の努力も十分と言えない.こ
のため、質的および量的な方法論を統合的に
発展させることが喫緊の方法論的課題であ
り、また、それにふさわしい理論を発展させ
ることが重要であるし、上述の法的現象の性
質から言って、それは法社会学にとってきわ
めて重要な課題なのである.またとりわけ、質
的方法論のより一層の洗練とその方法論的
基礎の明確化が必要とされている. 
 
２．研究の目的 
 本研究は、研究期間内につぎのこと
をあきらかにした.(1)法的サービス供給活動
とその質の維持活動、すなわち法専門職のサ
ービス提供の規制の現状の大量的特徴を公
的統計情報の分析によって把握すること、(2)
法的サービス供給をめぐる紛争の経過、原因
等を事例にそくして質的に解明すること、と
りわけ(3)法的サービスの供給者と受領者の
個々の状況に着目して、法的サービスをめぐ
る期待と評価の社会的基礎を解明すること、
これは、法専門職の規制が主として伝統的に
は専門職自身の組織による自律的規制の形
式をとることから専門職組織の懲戒等の社
会統制過程の解明を要求するとともに、他方
で現実のサービス利用者および潜在的な利
用者による法専門職サービスの評価を解明
することを要求する．(4)法的サービスをめぐ
る規制の状況を必要な一定限度で通文化的
通政治体制的に比較することによって、専門
職規制の多様性と時間的変化の方向性につ
いて資料をえること.(5)その他必要な背景や
関連する現象の調査を行うこと． 
 
３．研究の方法 
2(1)については、日本弁護士連合会（日弁連）、
日本司法書士会（日司連）の公表統計をもと
に分析を行った。2(2)については、日弁連、
日司連の公表する懲戒等事例を収集し、また
過去数十年にわたる事例集にもとづいて質
的および量的分析を行った。このための方法
論を得るためにエスノメソドロジーの知見
を応用して質的分析方法を深化発展させた。
2(3)については、平成 24、25、28 年度に、
一般市民および法専門職サービス利用者を
対象として、法専門職と法に関する意識、経



験、評価の調査を行った。2(4)については、3
度にわたりイギリス（ロンドンおよびヨーク
シャー地方）およびオーストラリア（ニュー
サウスウェールズ州およびタスマニア州）の
法律事務所、法専門職規制機関、大学を訪問
して資料を収集した。2(5) については、法サ
ービスと法専門職のあり方に関する国内外
の文献収集した。また調査結果の分析を通じ
て、個々の専門職を直接に規制するにあたっ
て専門職地域組織が重要であるとの知見に
もとづき複数の単位弁護士会および日弁連
の懲戒委員会関係者への訪問調査を行った。
また、インターネットを通じての法専門職批
判等の市民による発信活動について準備的
調査を行った。 
 
４．研究成果 
 これらを総合して全体の研究を総
括すると、専門職の数の増加より市民と法専
門職との接触が拡大することから専門職の
規制が多くの領域・部門で重要性を増してく
ること、その手法・理念としての専門職自治
的規制が現代では大いに緊張を孕むもので
あること、専門職規制において中央と地方の
専門職組織の活動と志向の重要性、懲戒をめ
ぐる言説等において専門職に共有される知
識の役割等が理論的に深化され具体的に明
らかにされた。この研究成果は今後すみやか
に著書等として公開することとしている。 
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